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当協会の広報誌「JFSA」2023年秋号をお届けいたします。

日本貸金業協会は、2007年12月に貸金業法に基づく自主規制機関として内閣総理大臣の認可
により設立され、今年で16年目を迎えました。設立以来、改正貸金業法の基本理念である「多重
債務問題の解決」と「安心して利用できる貸金市場の構築」のため、協会員とともに努力を重ねた
結果、近年は貸金業者に起因する多重債務問題は概ね鎮静化しており、業界の健全化は大きく進
展いたしました。今後も引き続き関係行政機関や関係団体と緊密な連携を図りながら、資金需要
者等の利益の保護と貸金業の健全な発展のためにしっかりと役割を果たしてまいる所存です。

昨今、官民を挙げて金融経済教育を推進する機運が高まっております。そこで本号では、この
分野に造詣が深く、協会設立時の公益理事でもあった慶應義塾大学の吉野直行名誉教授に、金融
経済教育の最近の動向や、当協会に期待する金融経済教育のあり方などについてお話を伺いまし
た。金融経済教育に取り組むすべての方々にとって大変示唆に富む内容ですので、是非お読みい
ただければと思います。

近年、若者を中心に副業詐欺、投資詐欺などによる金融詐欺被害が増加しております。中には
「お金がない」ことを理由に断わろうとする消費者にクレジットカードを使わせたり、あるいは
貸金業者から借金をさせ、遠隔操作アプリで借入金を窃取したりする事案も発生しております。
当協会は、資金需要者等の利益の保護の観点からこうした状況を座視できないとの考えに基づき、
今年6月、大手協会員とともに「金融リテラシー向上コンソーシアム」を設立しました。

当協会は、このコンソーシアムを、金融経済教育活動のための「協働事業体」と位置付けてお
ります。よって今後協会員の皆様はもとより、隣接業界の皆様、消費者団体の皆様など、貸金業
界の枠を超えた業界・分野の方々に輪が広がっていくことを願っております。

現在、金融経済教育に取り組む業界、団体、企業等は世の中に数多くありますが、資産形成な
ど投資教育に主眼を置いたものが多いように思います。これに対し、本コンソーシアムは、貸金
業界が有するこれまでの経験やノウハウを活かした教育・啓発活動、具体的には家計管理やロー
ン・クレジットに関する正しい知識の提供、トラブル事例の紹介などによって金融トラブルを未
然に防止することに力点を置いております。ぜひこの分野における国民の金融リテラシー向上に
微力ながら貢献していければと考えております。

今後とも当協会の取組みに対し、関係各位のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。

巻頭言
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日本貸金業協会 会長 倉中 伸
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消費者の立場に立ち、
「健全な借り入れ」の実施支援を
～日本貸金業協会に期待する金融経済教育～

Interview

　本号では、日本貸金業協会の元公益理事であり、金融広報中央委員会に設置されている金融経済
教育推進会議の座長も務めている慶應義塾大学の吉野直行名誉教授に、金融経済教育の最近の動向や、
当協会に期待する金融経済教育のあり方などについてお話を伺いました。

吉野 直行 氏

慶應義塾大学 経済学部  名誉教授
金融経済教育推進会議  座長

Yoshino    Naoyuki

［経 歴］

1973年 東北大学 経済学部 卒業

1979年 ジョンズホプキンス大学大学院 卒業（経済学博士 PhD）

1979年 ニューヨーク州立大学 経済学部 助教授（～1981年）

1982年 埼玉大学大学院政策科学研究科助教授（～1990年）

1991年 慶應義塾大学 経済学部 教授（～2014年）

2006年 スウェーデン・ヨーテボリ大学 名誉博士

2013年 ドイツ・マルティンルター大学 名誉博士

2014年 アジア開発銀行研究所 所長（～2020年）

2014年 慶應義塾大学 経済学部 名誉教授（現任）

2020年 東京大学 公共政策大学院 非常勤講師（～2022年）

2020年 政策研究大学院大学 客員教授（～2023年）

2020年 金融庁 金融研究センター長（現任）

2023年 東京都立大学 経済経営学部 特任教授（現任）

［委員等］

2004年 財務省 関税・外国為替審議会 会長（～2008年）

2004年 金融庁 貸金業に関する研究会 座長（～2006年）

2007年 日本貸金業協会 公益理事（～2014年）

2011年 金融審議会 会長（～2014年）

2013年 金融広報中央委員会 金融経済教育推進会議 座長（現任）

2018年 日本FP(Financial Planning)学会 会長（現任）
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＊1 金融庁ホームページ「金融経済教育研究会報告書の公表について」　https://www.fsa.go.jp/frtc/kenkyu/20130430.html
＊2  金融庁ホームページ「最低限身に付けるべき金融リテラシー（４分野・15項目）について」

https://www.fsa.go.jp/news/25/sonota/20131129-1.html

金融経済教育の最近の動向

― 　吉野先生は長年、我が国の金融経済教育
の議論をリードしてこられました。そこで、
金融経済教育の最近の動向についてお話い
ただけますか。

金融経済教育における借り手側の必要性は、
多重債務問題が大きく取り上げられた頃に遡
ります。また、資産運用面では、金融庁が比
較発表した日米欧の資産運用効率における日
本の劣勢にも起因し、それを挽回しようとい
う意欲に関係していると思います。

私が金融審議会の会長をさせていただいて
おり、金融庁前長官の中島淳一氏が政策課長
でおられたときに、日本でも金融経済教育に
関してしっかりしたものを作っていかなけれ
ばならないということで、議論が開始されま
した。

2012年、金融庁の金融研究センター内に、
有識者・関係団体・関係省庁をメンバーとす
る「金融経済教育研究会」が設置されました。
私も座長として研究会に参加し、数次にわた
る議論ののち、2013年4月に、今後の金融経済
教育の進め方に関する報告書を取りまとめま
した。＊1

報告書では、金融経済教育の意義・目的を「生
活スキルとしての金融リテラシー」「健全で
質の高い金融商品の供給を促す金融リテラ
シー」「我が国の家計金融資産の有効活用に
つながるリテラシー」の3つの面からとらえ、
最低限、身に付けるべき金融リテラシーにつ
いて体系化しました。＊2

また、私が現在、座長を務めている金融経
済教育推進会議も、この報告書の提言が基と

なって金融広報中央委員会の中に設置された
ものです。

そういう意味でこの報告書は、我が国の金
融経済教育の基礎を作っていると思います。

最近の動きとしては、これまで金融庁、日
本銀行、金融広報中央委員会が先導しながら
金融経済教育を推進してきましたが、これを
オールジャパンでやっていく形にするために、
新しい機構をつくって推進していきましょう
という方向に向かっています。

日本貸金業協会に期待する金融経済教育

― 　大変よくわかりました。当協会も、資金
需要者等の利益の保護の観点から金融経済
教育に力を入れており、今年６月には協会
員と協働して「金融リテラシー向上コンソー
シアム」を設立しました。金融界の他の団
体・企業とは異なり、ローン・クレジット
の正しい知識や金融トラブルの被害防止に
力点を置いた教育、啓発を提供するところ
に特徴があります。吉野先生は、当協会の
金融経済教育や消費者啓発活動に対して、
どのようなことを期待されますか。

金融業界のほかの組織の方々はどちらかと
いうと、いかに良い運用をするかというとこ
ろに焦点を当てています。もちろん運用は重
要ですが、貸金業協会には借り入れの面で、
特に消費者のクレジットという視点に絞った
かたちで、金融経済教育を、やっていただき
たいと思っています。

一つは、金融トラブルに陥る人は、インター
ネットが使えるようになってから、甘い誘い
にパッとボタンを押してしまい、怪しいサイ
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04 37号 / 2023年秋号



＊1 金融庁ホームページ「金融経済教育研究会報告書の公表について」　https://www.fsa.go.jp/frtc/kenkyu/20130430.html
＊2  金融庁ホームページ「最低限身に付けるべき金融リテラシー（４分野・15項目）について」

https://www.fsa.go.jp/news/25/sonota/20131129-1.html

金融経済教育の最近の動向

― 　吉野先生は長年、我が国の金融経済教育
の議論をリードしてこられました。そこで、
金融経済教育の最近の動向についてお話い
ただけますか。

金融経済教育における借り手側の必要性は、
多重債務問題が大きく取り上げられた頃に遡
ります。また、資産運用面では、金融庁が比
較発表した日米欧の資産運用効率における日
本の劣勢にも起因し、それを挽回しようとい
う意欲に関係していると思います。

私が金融審議会の会長をさせていただいて
おり、金融庁前長官の中島淳一氏が政策課長
でおられたときに、日本でも金融経済教育に
関してしっかりしたものを作っていかなけれ
ばならないということで、議論が開始されま
した。

2012年、金融庁の金融研究センター内に、
有識者・関係団体・関係省庁をメンバーとす
る「金融経済教育研究会」が設置されました。
私も座長として研究会に参加し、数次にわた
る議論ののち、2013年4月に、今後の金融経済
教育の進め方に関する報告書を取りまとめま
した。＊1

報告書では、金融経済教育の意義・目的を「生
活スキルとしての金融リテラシー」「健全で
質の高い金融商品の供給を促す金融リテラ
シー」「我が国の家計金融資産の有効活用に
つながるリテラシー」の3つの面からとらえ、
最低限、身に付けるべき金融リテラシーにつ
いて体系化しました。＊2

また、私が現在、座長を務めている金融経
済教育推進会議も、この報告書の提言が基と

なって金融広報中央委員会の中に設置された
ものです。

そういう意味でこの報告書は、我が国の金
融経済教育の基礎を作っていると思います。

最近の動きとしては、これまで金融庁、日
本銀行、金融広報中央委員会が先導しながら
金融経済教育を推進してきましたが、これを
オールジャパンでやっていく形にするために、
新しい機構をつくって推進していきましょう
という方向に向かっています。

日本貸金業協会に期待する金融経済教育

― 　大変よくわかりました。当協会も、資金
需要者等の利益の保護の観点から金融経済
教育に力を入れており、今年６月には協会
員と協働して「金融リテラシー向上コンソー
シアム」を設立しました。金融界の他の団
体・企業とは異なり、ローン・クレジット
の正しい知識や金融トラブルの被害防止に
力点を置いた教育、啓発を提供するところ
に特徴があります。吉野先生は、当協会の
金融経済教育や消費者啓発活動に対して、
どのようなことを期待されますか。

金融業界のほかの組織の方々はどちらかと
いうと、いかに良い運用をするかというとこ
ろに焦点を当てています。もちろん運用は重
要ですが、貸金業協会には借り入れの面で、
特に消費者のクレジットという視点に絞った
かたちで、金融経済教育を、やっていただき
たいと思っています。

一つは、金融トラブルに陥る人は、インター
ネットが使えるようになってから、甘い誘い
にパッとボタンを押してしまい、怪しいサイ

インタビュー ■ 消費者の立場に立ち、「健全な借り入れ」の実施支援を

04 37号 / 2023年秋号

トに行ってしまう傾向があると思います。そ
ういうリスクに対する注意喚起として、金融
経済教育は重要です。

もう一つは、貸金業協会のウェブサイトに、
これぐらいの年齢で、借入金利がこれぐらい
で、借入期間が何年であれば、いくらぐらい
まで借りられ、その返済パターンはどのよう
になるのか。そういうシミュレーションの表
を作っていただければと思っています。

借り入れは、年齢、職業、家族構成、持ち
家かどうかなど、さまざまな条件に加えて、
借入金利がどれくらいか、どのくらいの期間
借りるかにも依存して、いくらまで借りられ
るかという借入限度が出てきます。さまざま
な条件のもとで、自分としてはどれぐらい借
りられるのか考えなければなりません。また、
所得が今後どれぐらい伸びていくのかという
ことも、返済能力に関係します。

年収と比べた借入金額が3分の1以内とい
うルールを新しい貸金業法では作りましたが、
それは最低限、貸金業者が守らなくてはいけ
ない法規制ということであって、それぞれの
個人によっては、年収の4分の1までにすべ
きとか、条件によって借り入れの限度は異なっ
てくるので、今述べたような4つか5つくら
いの変数を把握することが重要です。

借り入れのベンチマークと私はよく言いま
すが、貸金業協会には、消費者の立場に立っ
た基本的なシミュレーションの表を作ってい
ただき、借り入れを考えている人が、自分の
属性や借入金利などの情報を入力すると、あ
なたは大体こういうパターンに当てはまりま
すよと、シミュレーションの表を見ながら、
こんな借り入れだったら自分は返済できるん
だというようなイメージを描くことが出来る
ようになります、そういう表を作っていただ
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また、金融トラブルに直面したときの相談
窓口を、借り手の方々にしっかり伝えていた
だきたいと思います。もちろん貸金業協会に
所属している貸金業者については貸金業協会
が対応できるわけですが、そうでない無登録
業者については、金融トラブルの際には、警
察や消費生活センターなど、いろんなところ
に相談しなければならないので、ぜひ信頼の
置ける相談窓口を周知していただきたいと思
います。

若年者に対する金融経済教育について

― 　当協会では18歳成人などを踏まえ、若
年者に向けた出前講座の実施や啓発動画の
配信に力を入れています。吉野先生からご
覧になって、若年者に対する金融経済教育
はどうあるべきとお考えですか。

2022年の4月から初めて高等学校の教科書
に金融経済教育が入ったわけですが、現場の
先生たちには教えるのが難しいところがあり
ます。中学・高校の先生は大変忙しく、しか
も多数の科目を担当し、自分の専門ではない

内容も教えなければいけません。そんな中で、
一生懸命に授業の前の日に頭に入れて、次の
日に生徒に説明すると、どうしても用語の説
明が中心になる傾向があります。

私の提案は、金融経済教育をビデオ学習と
かオンサイトでやっていくことです。

貸金業協会でも消費者のクレジットに関す
るビデオ教材を作っていただいて、24時間
365日、誰でも見られるというふうにする。
一つは、中学・高校生向けのコンテンツと、
二つ目はちょうどお金を借りたいと思ってい
る社会人向けのコンテンツの2つを作ってい
ただく。中学生や高校生が、貸金業とか消費
者ローンとかいうところを押すと、貸金業協
会のサイトに行ってビデオが見られる。放映
時間は10分、長くても15分までです。非常
に短い時間で、その道のプロの方がエッセン
スを教えてあげるというコンセプトのビデオ
教材を作っていただきたいです。

何十年も貸金をやられている方はお金を借
りることのメリット、借り入れのリスクも全
部知っているわけです。プロの方が10分か
ら15分間のビデオで教えてくれる、しかも
それを24時間365日、無料で見られる。これ
が必要だと思います。

それこそが、健全な消費者を作っていくこ
とにつながります。どうしてもお金を借りな
くてはいけないときはあるので、そのときに、
どのように行動したらよいかを学べる、中学・
高校生向けと社会人用の2つのビデオを作っ
ていただきたい。もし可能なら中学と高校を
分けていただくとさらに良いと思います。

こうしたビデオが出来れば、全国の中学校・
高校の先生も、生徒たちとそのビデオを見な
がら、金融経済教育の授業を行えることにな
ります。先生が自分で話すのではなくて、生
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徒たちと一緒にビデオを見て、必要に応じて
先生が補足してあげる。そうすることで先生
の負担は少なくなり、生徒は質の高い金融経
済教育を受けることができます。

― 　当協会は、近畿財務局京都財務事務所と
の連携で、京都府生涯現役クリエイティブ
センターが運営するオンラインセミナー「働
く世代の金融リテラシー講座」の制作に協
力させていただきました。その中の、ロー
ンとクレジットの仕組みに関する約30分
のビデオ講座で講師を務めたのですが、幸
い多くの方々にご視聴いただいております。

10分から15分のビデオのほかに、社会人
向けであれば、25分から30分程度の詳しい
ビデオをもう一つ作ってもいいですね。今は、
ほとんどコストかけずにビデオ作成ができま
すから。ビデオ学習、オンライン配信なら、
出前講座で訪れた中学校・高校・大学以外に
も全国に広がります。あるいは、出前講座を
撮影したものを配信してもいいですね。

貸金業の役割と現状について

― 　大変参考になりました。話は変わります
が、吉野先生は当協会設立時の公益理事と
して、貸金業界の健全化にご尽力いただき
ました。改めて、貸金業が国民経済の中で
果たすべき役割についてどのようにお考え
でしょうか。また、貸金業界の現状につい
てはどのようにみておられますか。

経済学には消費者の効用関数という概念が
あり、その効用を最大化させるためには、資
産の運用と借り入れとの適切なバランスが必
要です。それによって各個人の生活が安定的
に保たれます。そういう意味において、健全
な借り入れは、必要なときがあります。

ライフステージによって、就職してすぐの
ときとか、それから家族を持ったときとか、
消費パターンも、それから収入の増え方も違っ
てくるわけですから、それらを頭に入れたか
たちでの健全な借り入れというものが日本全
体でうまく進められれば、貸し手側も、非常
に健全な業界になりますし、借り手と貸し手
の間の良い関係が構築され、この業界が長く
続くということになると思います。

貸金業界の現状については、1986年の約
47,000業者から足元の約1,500業者まで減っ
てきたというのは、それはいわゆる街の貸金
業者の人たちが減ってきて、ある程度大手に
集約されつつあるのではないかと思われます。

大手の強みは、消費者のデータがたくさん
あるので、そのデータを使いながら、どうい
う方だと多重債務に陥りやすいか、データ分
析ができることです。その結果、大手は健全
な方々に貸しやすいということがあるとする
ならば、大手に利用者が集まるのは健全だと
いえます。しかし、個人的には、大手ととも
に、地域に根付いて対面でお金を融通する業
者もあった方がいいような気がします。

大手には規模の利益があるので、金利も低
くできるという良い面もありますが、いわゆ
る対面で、あの人は困っているから何とかし
てあげたい、コミュニティの中で助け合うと
いう小規模で地域に根差した業者の存在も、
必要であると思います。

そう考えると、貸金業協会としてはそうい
う地場の業者が、もう少しうまくビジネスが
できるようにしてあげるということが必要な
感じがします。

― 　本日は貴重なお話をどうもありがとうご
ざいました。引き続き当協会と貸金業界へ
のご指導をよろしくお願いします。
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 倉中 伸 日本貸金業協会会長　「詐欺被害に遭わない金融リテラシーの醸成が必要」 

※下記は、「月刊消費者信用」2023年8月号 （22～27ページ） に掲載された倉中伸会長のインタビュー記事からの抜粋です。

銀行や証券会社など、多くの金融機関が金融教育に対する取組を強化している。
ただ、資産運用など投資に関するものが多いように思う。それはとても大事なこ
とであるとしても、特に若者に関しては、資産運用について学ぶ前に、まずは投資・
副業詐欺などの被害に遭わないようにする金融リテラシーの醸成が必要ではない
かと思う。若年層は、まず詐欺でつまずかないことが大切だ。ところが、金融界
の中で、金融トラブルの被害防止に重点を置いた金融教育を実践しているのは
貸金業界のほかにはほとんどない。今回のコンソーシアムがまずその問題にフォー
カスして活動を行う意義は大きいと考えている。

日本貸金業協会は、今年6月、大手協会員とともに「金融リテラシー向上コンソーシアム」を設立しました。

金融経済教育活動のための「協働事業体」として、家計管理やローン・クレジットに関する正しい知識の
提供、トラブル事例の紹介などによって金融トラブルを未然に防止することに力点を置いた教育・啓発活動
を実践していきます。

日本貸金業協会及び各社は、これまでも関係機関等とも連携しながら金融経済教育セミナーの実施、金融
トラブル事例の紹介による啓発活動などに取り組んでまいりました。しかし、近年の金融犯罪等に関する手
口は巧妙化・複雑化しており、起業・副業・アルバイト詐欺、投資詐欺等、様々なトラブルが特に若者を中
心に増加するなど、憂慮すべき状況にあります。

このような状況を踏まえ、消費者保護の取組みを一層戦略的・効果的に推進するには業界が結束して対応
する必要があるとの考えから、コンソーシアムの設立に至りました。

各々が培ってきたノウハウやリソースを集約、高度化することで、広範かつ上質な金融リテラシー教育を
提供するとともに、金融トラブル事例の情報発信、並びに行政、警察、及び消費生活センターなど関係機関
との連携を一層強化し、金融犯罪被害の未然防止などの消費者保護対策に取り組んでまいります。

名 称 金融リテラシー向上コンソーシアム

設 立 日 2023年6月14日

設立時構成員 日本貸金業協会、SMBCコンシューマーファイナンス株式会社、アコム株式会社、
新生フィナンシャル株式会社、アイフル株式会社

目 的 資金需要者等の金融リテラシー向上及び金融トラブル被害防止

事 業 内 容 教育啓発セミナーの開催、教育啓発教材の制作及び配布、啓発コンテンツの配信ほか

代 表 者 日本貸金業協会 会長　倉中 伸

事 務 局 日本貸金業協会

設立の背景

「金融リテラシー向上コンソーシアム」を設立
～金融トラブルの未然防止に力点を置いた教育・啓発活動を実践～

TOPICS

インタビュー記事の全文を
ご覧いただけます

（日本貸金業協会HP）
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トピックス  ■ 「金融リテラシー向上コンソーシアム」を設立

本コンソーシアムのアドバイザーとして、

•永沢 裕美子 氏 （公益社団法人 日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会  代表理事・副会長）
•藤沢 久美 氏 （株式会社 国際社会経済研究所  理事長）

のお二方をお迎えしました。今後、専門的見地からご助言をいただきます。

アドバイザーのご紹介

公益社団法人 日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会（NACS）
代表理事・副会長　永沢 裕美子 氏

株式会社 国際社会経済研究所
理事長　藤沢 久美 氏

［メッセージ］消費者団体で活動していますが、近年、怪しげな投資話に手を出
したり、ヤミ金融からお金を借りてしまい、トラブルに巻き込まれる若者が増え
ていると感じています。こうしたトラブルは、正しい金融知識や理解があれば防
ぐことができます。お金に関する考え方や知識は、特に家庭間の差が大きいこと
から、前途のある若い人たちに、しっかりと学びの機会を保障していくことが、
社会の責務と考えます。人生は長い！ 資産形成はもちろん大事ですが、それが
目的となってしまうのは本末転倒とも思います。長い人生を見通し、人生のキャッ
シュフローを考え、上手にお金と付き合える、そうした大人になってほしい。そ
のお手伝いができれば幸いです。

［メッセージ］金融に関わる各業界が、何十年も前から国民の金融リテラシー向
上に取り組んでいますが、まだ道半ばです。その原因が、「金融経済教育」とい
う言葉に潜んでいるのではないでしょうか。なぜなら、「お金の勉強」に高い優
先順位を置く人は少なく、キャリア、リスキリング、資格取得、健康管理など、
お金のこと以上に知識を得たいと思うテーマが数多くあるからです。そろそろ、
金融関係者の視点からのコンテンツ発信から離れ、金融以外の視点や生活者の
ニーズに立脚した金融リテラシー推進活動に取り組む時が来たと考えます。その
意味で、様々なステイクホルダーを巻き込むことができるコンソーシアムの設立
には、強く期待しております。

［プロフィール］大学を卒業後、証券会社や外資系銀行で資産運用や投資信託の企画等に携わった後、2004年に有志と
ともに「良質な金融商品を育てる会」を設立し、金融商品の品質に関する意見書を発出する活動を行っている。2009年
より金融審議会の委員を務め、老後2,000万円問題報告書や顧客本位の業務運営の策定等に関わった。現在は専門委員
及び金融行政モニター委員（参事）。2012年に日本最大の消費生活専門家集団であるNACSに参加し、2018年に代表
理事（副会長）に就任し、金融に限らず幅広い消費者問題を扱っている。金融経済教育の分野では、金融庁の「金融リテ
ラシー4分野15項目」の策定に携わった他、金融経済教育推進会議の委員を2013年の設立以来務めている。

［プロフィール］大阪市立大学卒業後、国内外の投資運用会社勤務を経て、1995年に日本初の投資信託評価会社を起業。
1999年、同社を世界的格付け会社スタンダード＆プアーズに売却後、2000年にシンクタンク・ソフィアバンクの設
立に参画し、2013年から2022年3月まで代表。2022年4月、NECグループの独立シンクタンク国際社会経済研究所
の理事長に就任。政府各省の審議委員、日本証券業協会等の公益理事といった公職に加え、しずおかファイナンシャル
グループなど上場企業の社外取締役なども兼務。これまでに1,000社超の企業との対話を行い、異業種・異分野のリー
ダーをつなぎ、カタリストとして、様々な提言と社会変革を仕掛けている。
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トピックス  ■ 「金融リテラシー向上コンソーシアム」を設立

会員種別には下記の4種類があり、貴法人（団体）のスタンスに応じた関わり方をお選びいただけます。

会員種別 幹事会員 正 会 員 賛助会員 特別会員

位置付け 本コンソーシアムの
運営全般を担う

講師派遣等の活動に
参加する

会費負担により
運営を支援する

情報提供や助言等により
運営を支援する

会   費※1 企画運営委員会※2で
決定

年額12万円
（初年度無料）

年額6万円
（初年度無料） 無　料

※１ 会費は2023年8月末現在。 ※２ コンソーシアムの業務運営に関する重要事項について決議を行う機関。

本コンソーシアムへの加入を希望される法人・団体は、所定の様式による加入申請書をコンソーシアム事
務局に提出し、企画運営委員会の承認を受ける必要があります。

会員種別

加入手続きについて　※詳しくは、コンソーシアム事務局にお問い合わせください。

本コンソーシアムの趣旨にご賛同いただいた法人・団体の新規加入を受け付けております。
活動に興味をお持ちの方は、コンソーシアム事務局までお気軽にお問い合わせください。

新規加入のご案内

Q1

A1

日本貸金業協会の協会員ではないが、加入できるか。

もちろんご加入いただけます。

Q2

A2

協会員だが、正会員以外での加入は可能か。

幹事会員や賛助会員の資格でもご加入いただけます。

Q3

A3

特別会員はどのような場合を想定しているか。

公的機関や非営利団体の加入を想定しています。

Q4

A4

詳しく話を聞いてみたい。

コンソーシアム事務局にお問い合わせください。
ご要望に合わせて個別に対応いたします。

加入に関するQ&A

金融リテラシー向上
コンソーシアム

消費者団体

消費生活ｾﾝﾀｰ

そ の 他

消  費  者

行   政

警   察

他 業 界 協会員※ 隣接業界 その他

学  校 職  域 その他

※日本貸金業協会の加入業者

連携連携

出前講座、教材提供、コンテンツ配信 等

金融トラブル被害の予防教育・啓発

▲  「金融リテラシー向上コンソーシアム」概略図

【お問い合わせ】コンソーシアム事務局　TEL 03-5739-3016　MAIL keihatsu@j-fsa.jp
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トピックス  ■ 「金融リテラシー向上コンソーシアム」を設立

会員種別には下記の4種類があり、貴法人（団体）のスタンスに応じた関わり方をお選びいただけます。
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位置付け 本コンソーシアムの
運営全般を担う

講師派遣等の活動に
参加する

会費負担により
運営を支援する

情報提供や助言等により
運営を支援する

会   費※1 企画運営委員会※2で
決定

年額12万円
（初年度無料）

年額6万円
（初年度無料） 無　料

※１ 会費は2023年8月末現在。 ※２ コンソーシアムの業務運営に関する重要事項について決議を行う機関。

本コンソーシアムへの加入を希望される法人・団体は、所定の様式による加入申請書をコンソーシアム事
務局に提出し、企画運営委員会の承認を受ける必要があります。

会員種別

加入手続きについて　※詳しくは、コンソーシアム事務局にお問い合わせください。

本コンソーシアムの趣旨にご賛同いただいた法人・団体の新規加入を受け付けております。
活動に興味をお持ちの方は、コンソーシアム事務局までお気軽にお問い合わせください。

新規加入のご案内

Q1

A1

日本貸金業協会の協会員ではないが、加入できるか。

もちろんご加入いただけます。

Q2

A2

協会員だが、正会員以外での加入は可能か。

幹事会員や賛助会員の資格でもご加入いただけます。

Q3

A3

特別会員はどのような場合を想定しているか。

公的機関や非営利団体の加入を想定しています。

Q4

A4

詳しく話を聞いてみたい。

コンソーシアム事務局にお問い合わせください。
ご要望に合わせて個別に対応いたします。

加入に関するQ&A

金融リテラシー向上
コンソーシアム

消費者団体

消費生活ｾﾝﾀｰ

そ の 他

消  費  者

行   政

警   察

他 業 界 協会員※ 隣接業界 その他

学  校 職  域 その他

※日本貸金業協会の加入業者

連携連携

出前講座、教材提供、コンテンツ配信 等

金融トラブル被害の予防教育・啓発

▲  「金融リテラシー向上コンソーシアム」概略図

【お問い合わせ】コンソーシアム事務局　TEL 03-5739-3016　MAIL keihatsu@j-fsa.jp
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トピックス  ■ 「金融リテラシー向上コンソーシアム」を設立

本コンソーシアムは、教育現場や職場などに向けて出前講座(講師派遣)を実施しています。
出前講座のご相談・ご用命は、コンソーシアム事務局までお気軽にご連絡ください。

出前講座のご案内

講演料、交通費などの費用は一切かかりません（無償提供）。

対　象 学習コンテンツ 開催形式

●  中学生、高校生、専門学校生、
短大生、大学生等

●保護者、教職員
●若年社会人
●一般消費者　など

●家計管理・生活設計
●ローン・クレジット
●金融トラブル対策　など

対面型 リモート型

受講者に身に付けてほしい知識・情報のテーマに沿った学習プログラムを設計します。

家計管理の重要性 若者が巻き込まれやすい金融トラブル

家計管理の重要性を理解することで、
お金と上手に付き合うポイントを学ぶ

●適切な収支管理
●ライフプランの必要性
●お金と上手に付き合うポイント　など

金融トラブルの特徴と対応策を学び、
回避する判断力を養う

●金融トラブルとは
●高収入アルバイト
●悪質商法
●マルチ商法
●ヤミ金融
●特殊詐欺・その他の詐欺
●カードトラブル
●奨学金トラブル
●トラブルに巻き込まれた時の対処方法
●困った時の相談先　など

ローン・クレジット

使い過ぎによるリスクを考慮して
利用するポイントを学ぶ

●ローン・クレジット・後払いの仕組み
●金利と利息
●多重債務について　など

出前講座の特徴

プログラム例

1

1．収支を把握する
家計簿をつけて収支を把握
して自由に使える額を知り、
予算の範囲内で支出する習
慣を身に付ける。

2．優先順位をつける
生活するためにどうして
も必要なもの（needs）
と欲求を満たすもの
（wants）を区別する

お金と上手につきあうためのポイント

今回は
がまんしよう…貯蓄にもトライ！

2

消費者金融 販売信用

☞「金融トラブル防止のためのQ&A BOOK」Page24・25☞「金融トラブル防止のためのQ&A BOOK」

しくみは異なるものの、どちらも借金！

消費者信用のしくみ

画面共有で借り入れの申し込みをすると
個人情報が相手に筒抜けになります‼

3

副業詐欺
消費者金融への申し込みに誘導されたら要注意！

【お問い合わせ】コンソーシアム事務局　TEL 03-5739-3016　MAIL keihatsu@j-fsa.jp
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公的機関等との連携による
金融経済教育の推進
～埼玉県産業労働部金融課 及び 近畿財務局京都財務事務所との連携事例～1

当協会はさまざま公的機関や関係団体と緊密に連携し、金融経済教育や消費者啓発活動を推進しています。
本稿では連携事例として、埼玉県産業労働部金融課及び近畿財務局京都財務事務所との連携を紹介します。

当協会は埼玉県産業労働部金融課と連携し、主に埼玉県内の高校、大学、専門学校等の教育現場において
若年層に向けた金融経済教育を実施しています。

● 東邦音楽大学（埼玉県川越市、2023年5月開催）
大学1年生（約50名）に対して、契約の原則や家計管理、若者が巻
き込まれやすい金融トラブルなどを、実例を交えて解説しました。

● 川口高等技術専門校（埼玉県川口市、2023年5月開催）
「消費者トラブルやその回避法」をテーマに出前講座を実施しました。
受講した生徒からは「SNSを通しての契約の危険性が分かった」など
の感想をいただきました。

● 埼玉県PTA連合会（2023年7月開催）
埼玉県産業労働部金融課の支援により、埼玉県PTA連合会の皆様に当協会の出前講座（講師派遣制度）を
説明し、活用を呼びかけました。

当協会は今年4月、近畿財務局京都財務事務所
の依頼を受けて、京都府生涯現役クリエイティブ
センターが運営するオンラインセミナー「働く世
代の金融リテラシー講座」（全20講座）のコンテ
ンツ制作に協力しました。
働く世代の“学び直し”を後押しするもので、
京都府内で金融経済教育を実施している複数の関
係機関（京都府金融広報委員会、京都府社会保険
労務士会、日本証券業協会、日本貸金業協会、（公
財）生命保険文化センター）がコンテンツの作成
に協力し、当協会はこのうち、「14 . ローン・ク
レジットの仕組み等」の講師を務めました。
一本の動画は30分程度とコンパクトにまとまっ
ており、スマートフォンでも見やすい画面構成と
なっています。
※ご視聴には申込みが必要です（https://kjp-skillup.jp）。

埼玉県産業労働部金融課との連携

近畿財務局京都財務事務所との連携

▲ 東邦音楽大学での出前講座のようす

「働く世代の金融リテラシー講座」ラインナップ 

▲

▲

次ページのインタビューもあわせてご覧ください。

【働き方を考える】
（1）若年層向けマネー講座
（2）子育て世代のマネー講座
（3）現役時代から始めるシニアライフプラン
（4）ちゃんと確認していますか？給与明細書の見方
（5）働く時に知っておきたい労働法
（6）働く時に知っておきたいこと
（7）年収の壁
【家計管理】
（8）上手に付き合う！キャッシュレス
（9）金融機関と預貯金
（10）暗号資産
（11） 知って避けたい！金融トラブル  若い世代に多いトラブル
（12）高齢者のための金融トラブル防止講座
（13）家庭の金銭教育
【借りる】
（14）ローン・クレジットの仕組み等
（15）住宅ローンの基本
【備える】
（16）生命保険の基礎知識
（17）日本の財政を考えよう
【貯める 増やす】
（18）資産運用の基礎知識①②
（19） 資産形成に及ぼす、景気、金利、インフレ、為替の関係

（基礎編）
（20）つみたてNISA、iDeCo

協会活動
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公的機関等との連携による
金融経済教育の推進
～埼玉県産業労働部金融課 及び 近畿財務局京都財務事務所との連携事例～1

当協会はさまざま公的機関や関係団体と緊密に連携し、金融経済教育や消費者啓発活動を推進しています。
本稿では連携事例として、埼玉県産業労働部金融課及び近畿財務局京都財務事務所との連携を紹介します。

当協会は埼玉県産業労働部金融課と連携し、主に埼玉県内の高校、大学、専門学校等の教育現場において
若年層に向けた金融経済教育を実施しています。

● 東邦音楽大学（埼玉県川越市、2023年5月開催）
大学1年生（約50名）に対して、契約の原則や家計管理、若者が巻
き込まれやすい金融トラブルなどを、実例を交えて解説しました。

● 川口高等技術専門校（埼玉県川口市、2023年5月開催）
「消費者トラブルやその回避法」をテーマに出前講座を実施しました。
受講した生徒からは「SNSを通しての契約の危険性が分かった」など
の感想をいただきました。

● 埼玉県PTA連合会（2023年7月開催）
埼玉県産業労働部金融課の支援により、埼玉県PTA連合会の皆様に当協会の出前講座（講師派遣制度）を
説明し、活用を呼びかけました。

当協会は今年4月、近畿財務局京都財務事務所
の依頼を受けて、京都府生涯現役クリエイティブ
センターが運営するオンラインセミナー「働く世
代の金融リテラシー講座」（全20講座）のコンテ
ンツ制作に協力しました。
働く世代の“学び直し”を後押しするもので、
京都府内で金融経済教育を実施している複数の関
係機関（京都府金融広報委員会、京都府社会保険
労務士会、日本証券業協会、日本貸金業協会、（公
財）生命保険文化センター）がコンテンツの作成
に協力し、当協会はこのうち、「14 . ローン・ク
レジットの仕組み等」の講師を務めました。
一本の動画は30分程度とコンパクトにまとまっ
ており、スマートフォンでも見やすい画面構成と
なっています。
※ご視聴には申込みが必要です（https://kjp-skillup.jp）。

埼玉県産業労働部金融課との連携

近畿財務局京都財務事務所との連携

▲ 東邦音楽大学での出前講座のようす

「働く世代の金融リテラシー講座」ラインナップ 

▲

▲

次ページのインタビューもあわせてご覧ください。

【働き方を考える】
（1）若年層向けマネー講座
（2）子育て世代のマネー講座
（3）現役時代から始めるシニアライフプラン
（4）ちゃんと確認していますか？給与明細書の見方
（5）働く時に知っておきたい労働法
（6）働く時に知っておきたいこと
（7）年収の壁
【家計管理】
（8）上手に付き合う！キャッシュレス
（9）金融機関と預貯金
（10）暗号資産
（11） 知って避けたい！金融トラブル  若い世代に多いトラブル
（12）高齢者のための金融トラブル防止講座
（13）家庭の金銭教育
【借りる】
（14）ローン・クレジットの仕組み等
（15）住宅ローンの基本
【備える】
（16）生命保険の基礎知識
（17）日本の財政を考えよう
【貯める 増やす】
（18）資産運用の基礎知識①②
（19） 資産形成に及ぼす、景気、金利、インフレ、為替の関係

（基礎編）
（20）つみたてNISA、iDeCo
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協会活動 1  ■  公的機関等との連携による金融経済教育の推進

インタビュー｜埼玉県 産業労働部 金融課
　埼玉県産業労働部金融課と日本貸金業協会は、埼玉県内の貸金業者の監督・指導、貸金業者の登録・変更
届け出などの窓口事務、若年者等の一般消費者に対する金融経済教育等、多岐にわたり連携をしています。
その中でも今回は、金融経済教育での連携について、産業労働部金融課の皆様にお話を伺いました。

　　産業労働部金融課の業務内容についてお聞かせください。
当課では、貸金業法の施行に関する業務の他に中小企業向け制度融資、中小企業高度化事業、勤労
者向け融資制度に関する業務を所管しています。
貸金業については、現在県知事登録業者が19者おり、貸金業法に基づく登録等に係る業務の他、
全ての業者に対して毎年実施している立入検査等を通じて指導監督を行うことで貸金業者の業務の適
正化を図っています。
また、貴協会との連携による金融経済教育出前講座の実施や、埼玉県多重債務対策協議会における
関係機関との連携などを通じ、資金需要者の金融被害防止を目的とした取組みも推進しています。

　　 貴課では令和4年度から、当協会との連携による若年層向けの金融経済教育（出前講座）の実施、当協
会の啓発資料を活用した金融トラブル防止の広報をなさっています。こうした取組みを推進されている背
景等を教えてください。
令和4年4月1日から成年年齢が引き下げられ、新たに18歳及び19歳が成人とされました。新たに
成人とされる方々を始め若年者が消費者トラブルに巻き込まれないためには、消費者教育の実施がよ
り重要と考え、従来から啓発資料の作成や出前講座の実施に取り組まれていた貴協会と有機的な連携
が図れるのではないかと御相談をさせていただきました。

　　出前講座や啓発資料に対する受講者の反響や、貴課としてご感想がありましたらお聞かせください。
受講者からは、被害事例などアニメーション動画を交えた講義が分かりやすかったとの意見や、実
際に被害に遭い困ったときに相談する機関の連絡先を知ることができてよかったなどの感想が寄せら
れています。また講座を進める中で、若年層以外にも教職員や保護者の関心が高いことが分かり、多
方面に対して出前講座等を周知しているところです。

　　 当協会は今後とも貴課と緊密に連携し、貸金業者の業務の適正な運営の確保と、資金需要者等の利益の
保護に尽力していく所存です。貴課として、当協会へのご要望などがありましたらお聞かせください。
貴協会とは、金融経済教育出前講座等の連携の他に、貸金業者の登録や変更に係る申請・届け出等
の受付窓口業務なども連携し実施させていただいているところです。今後も、お互いの強みを活かし、
貸金業者への適切な指導監督業務や消費者保護のための取組みをより効果的に実施していきたいと考
えております。

Q1

A1

Q2

A2

Q3

A3

Q4

A4

▲  インタビュー後に写真撮影にご協力いただきました
（左から浅原主査、石川主任、横内課長、田中副課長）

埼玉県（金融課）
ホームページ
金融経済教育等
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「貸付自粛制度」の周知活動と運用状況
～浪費癖やギャンブル等依存症による借り過ぎを防ぐ～2

｢貸付自粛制度｣ とは、買い物や遊興費等の浪費癖を持つなどの理由で貸付自粛
を受けたいとの資金需要者本人からの申告を受け、貸付自粛制度申告者である旨の
情報を個人信用情報機関3団体（※）に登録を依頼し、当該個人信用情報機関の会員
が申告者への貸付けを自粛することで多重（過重）債務の減少を促している制度です。

（※）日本信用情報機構、シー・アイ・シー、全国銀行個人信用情報センター

本制度は協会設立当初から実施しているものですが、2019年からはギャンブル
等依存症対策態勢整備の一環として、全国銀行協会とも連携して実施しています。

ギャンブル等依存症対策基本法に基づいて策定された政府の「ギャンブル等依存症対策推進基本計画」では、
「多重債務問題等への取組」として、「貸金業・銀行業における貸付自粛制度の適切な運用の確保及び当該制
度を必要とする者への的確な周知の実施」が求められています。

当協会は、ギャンブルを原因とする貸付自粛制度の登
録者から制度を知った経緯、ギャンブル種類、債務状況
等の聴取及び分析を行うとともに、依存症対策関係機関
との連携による周知活動を推進しています。

2023年度上期においては、かねてより情報交換等で
連携している公営競技団体に貸付自粛制度のパンフレッ
トやリーフレット等の配置依頼を行い、競技場（72カ所）、
場外発券所（154カ所）で配置許可をいただくことができ
ました。

貸付自粛制度の周知活動（2023年度上期）

▲  ラ・ピスタ新橋※（東京都港区）のギャ
ンブル依存症相談コーナー、車券売場
スペースへの配置・掲示状況

※競輪・オートレースの会員制場外車券売場

貸付自粛制度について
（協会ホームページ）

連携を図った依存症対策関係機関（2023年度上期）

・全国競輪施行者協議会
・全国小型自動車競走施行者協議会
・全国場外車券売場設置者協議会
・全国モーターボート競走施行者協議会
・ギャンブル依存症予防回復支援センター
・全国公営競馬主催者協議会
・地方競馬全国協会
・依存症専門医療機関

協会活動
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「貸付自粛制度」の周知活動と運用状況
～浪費癖やギャンブル等依存症による借り過ぎを防ぐ～2

｢貸付自粛制度｣ とは、買い物や遊興費等の浪費癖を持つなどの理由で貸付自粛
を受けたいとの資金需要者本人からの申告を受け、貸付自粛制度申告者である旨の
情報を個人信用情報機関3団体（※）に登録を依頼し、当該個人信用情報機関の会員
が申告者への貸付けを自粛することで多重（過重）債務の減少を促している制度です。

（※）日本信用情報機構、シー・アイ・シー、全国銀行個人信用情報センター

本制度は協会設立当初から実施しているものですが、2019年からはギャンブル
等依存症対策態勢整備の一環として、全国銀行協会とも連携して実施しています。

ギャンブル等依存症対策基本法に基づいて策定された政府の「ギャンブル等依存症対策推進基本計画」では、
「多重債務問題等への取組」として、「貸金業・銀行業における貸付自粛制度の適切な運用の確保及び当該制
度を必要とする者への的確な周知の実施」が求められています。

当協会は、ギャンブルを原因とする貸付自粛制度の登
録者から制度を知った経緯、ギャンブル種類、債務状況
等の聴取及び分析を行うとともに、依存症対策関係機関
との連携による周知活動を推進しています。

2023年度上期においては、かねてより情報交換等で
連携している公営競技団体に貸付自粛制度のパンフレッ
トやリーフレット等の配置依頼を行い、競技場（72カ所）、
場外発券所（154カ所）で配置許可をいただくことができ
ました。

貸付自粛制度の周知活動（2023年度上期）

▲  ラ・ピスタ新橋※（東京都港区）のギャ
ンブル依存症相談コーナー、車券売場
スペースへの配置・掲示状況

※競輪・オートレースの会員制場外車券売場

貸付自粛制度について
（協会ホームページ）

連携を図った依存症対策関係機関（2023年度上期）

・全国競輪施行者協議会
・全国小型自動車競走施行者協議会
・全国場外車券売場設置者協議会
・全国モーターボート競走施行者協議会
・ギャンブル依存症予防回復支援センター
・全国公営競馬主催者協議会
・地方競馬全国協会
・依存症専門医療機関
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協会活動 2  ■  「貸付自粛制度」の周知活動と運用状況

● 登録目的の約半数はギャンブルが原因
登録の目的（2022年度）は、「ギャンブル等を止められない」が最も多く登録者の44.5％を占めており、登
録者から申告を受けたギャンブル種類は、「パチンコ・パチスロ」が最も多く、次いで「競馬」「ボートレース」
となっています。

● 制度利用者の3分の2が「生活改善できた」と回答
2022年度の撤回1,034名のうち670名（64.8％）の申告者から「生活の改善ができた」との回答を得ており、
貸付自粛制度利用者の生活改善、問題解決に役立っていることが確認できました。

また、ギャンブルを原因とする登録者からは、
「貸付自粛はギャンブルの回数を控えるのに一番
効果があった」「借金をしないと結局小遣いの範
囲となるので、実際にはそんなに賭け事ができな
くなる」「自粛の登録をすることでギャンブルを
控えるという意識付けができた」旨の回答があり、
多重債務防止、生活再建はもとよりギャンブル依
存対策にも一定の効果が認められました。

貸付自粛制度の運用状況（2022年度）

日本貸金業協会  貸金業相談・紛争解決センター
若年者金融トラブルホットライン 0570-008-661または 03-6277-2355
一般の方向けの相談窓口 0570-051-051 https://www.j-fsa.or.jp

借入・返済についての不安やトラブルに対し、中立・公正な立場から解決を支援
します。相談内容に応じた「適切なアドバイス」のほか、「紛争解決業務」「必要
な情報の提供」「他の相談機関の紹介」「家計管理・生活再建支援」「貸付自粛
手続きの受付」「苦情に係る内容の調査」「当該業者への改善・解決要請」など
の対応を行っています。

【撤回時の生活改善状況】（2022年度） （単位：件、%）

貸付自粛登録時の目的 改善率
撤回件数 生活改善

できた
ギャンブル等を止められない 575 354 61.6%
遊興費を使いすぎてしまう 236 161 68.2%
過剰に買物をしてしまう 136 100 73.5%
その他（借金防止・再登録等） 87 55 63.2%

合　計 1,034 670 64.8%
※ 「生活改善できた」以外の回答は、「生活改善に取組中」353件、未改善11件。

【目的】 【ギャンブル種類】

ギャンブル等を
止められない
44.5%

パチンコ・
パチスロ
44.9%

その他  8.8%
その他
（借金防止・再登録等）
18.6%

競馬
19.5%

ボートレース  13.9%

※複数選択を含む　※その他とは、オンラインカジノ、宝くじ、麻雀等※四捨五入のため、合計は100％にならない

競輪  10.8%
過剰に買物を
してしまう
18.5%

遊興費を
使いすぎてしまう
18.3%

オートレース  2.1%

貸金業相談・
紛争解決センター
TOPページ
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Information

中高生のためのe-learning講座

日本貸金業協会は、消費者の皆さまが金融トラブルに遭うことなく、安全で安心な暮らしを送っていだだ
くための情報提供を目的として、様々な啓発コンテンツをご用意しています。

民法の改正により、成年年齢が18歳になりました。

知識や経験が不十分な新成人は悪質業者に狙われやすいことから、消費者
被害の低年齢化が懸念されています。

これを受け、日本貸金業協会は、東京都と共同して、中高生に身に付けて
ほしい金融経済に関する基礎知識を体系的に学べるe-learning教材を作成し
ました。

社会科・家庭科の授業作りや、保護者の方の学び直しにも役立つ内容です。

講座内容の一覧

No. 項目 内容 動画時間

1 キャッシュレス決済 キャシュレス決済の手段、支払いのタイミング、注意点 1分56秒

2 多重債務 多重債務の定義、多重債務に陥らないためのポイント、債務整理など 2分39秒

3 家計管理 収支バランス、貯蓄、高収入アルバイトの落とし穴 2分41秒

4 契約 契約の成立、拘束力、未成年者取消権 2分10秒

5 ローン ローンの仕組み、上限金利、利息の計算 3分12秒

6 ヤミ金融 貸金業登録について、ヤミ金融の手口 2分30秒

7 クレジット クレジットの仕組み、支払い方法、リボ払いの注意点 2分19秒

8 消費者トラブル 若年者が狙われやすい金融トラブルの事例 2分04秒

9 トラブルの解決方法 クーリング・オフ制度 2分17秒

10 困ったときの相談先 消費者ホットライン、警察相談専用電話、東京都貸金業対策課、日本貸金業協会 1分36秒

消費者啓発コンテンツをご活用ください！

●  それぞれの項目について
動画で解説しています。

●  クイズに挑戦して知識を
さらに深めることができます。

啓発コンテンツ
Webページ

お問い合わせ先 教育研修部 消費者啓発課　TEL 03-5739-3018　MAIL keihatsu@j-fsa.jp
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Information

中高生のためのe-learning講座

日本貸金業協会は、消費者の皆さまが金融トラブルに遭うことなく、安全で安心な暮らしを送っていだだ
くための情報提供を目的として、様々な啓発コンテンツをご用意しています。

民法の改正により、成年年齢が18歳になりました。

知識や経験が不十分な新成人は悪質業者に狙われやすいことから、消費者
被害の低年齢化が懸念されています。

これを受け、日本貸金業協会は、東京都と共同して、中高生に身に付けて
ほしい金融経済に関する基礎知識を体系的に学べるe-learning教材を作成し
ました。

社会科・家庭科の授業作りや、保護者の方の学び直しにも役立つ内容です。

講座内容の一覧

No. 項目 内容 動画時間

1 キャッシュレス決済 キャシュレス決済の手段、支払いのタイミング、注意点 1分56秒

2 多重債務 多重債務の定義、多重債務に陥らないためのポイント、債務整理など 2分39秒

3 家計管理 収支バランス、貯蓄、高収入アルバイトの落とし穴 2分41秒

4 契約 契約の成立、拘束力、未成年者取消権 2分10秒

5 ローン ローンの仕組み、上限金利、利息の計算 3分12秒

6 ヤミ金融 貸金業登録について、ヤミ金融の手口 2分30秒

7 クレジット クレジットの仕組み、支払い方法、リボ払いの注意点 2分19秒

8 消費者トラブル 若年者が狙われやすい金融トラブルの事例 2分04秒

9 トラブルの解決方法 クーリング・オフ制度 2分17秒

10 困ったときの相談先 消費者ホットライン、警察相談専用電話、東京都貸金業対策課、日本貸金業協会 1分36秒

消費者啓発コンテンツをご活用ください！

●  それぞれの項目について
動画で解説しています。

●  クイズに挑戦して知識を
さらに深めることができます。

啓発コンテンツ
Webページ

お問い合わせ先 教育研修部 消費者啓発課　TEL 03-5739-3018　MAIL keihatsu@j-fsa.jp
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若年者が巻き込まれやすい金融トラブル事例

若者を狙う悪質業者にご注意！

金融トラブル防止のためのQ&A BOOK

若年者が巻き込まれやすい金融トラブルの啓発動画を集めたWebページです。「個人間融資」「副業詐欺」
「特殊詐欺の受け子」など15本の短編動画は、若者に人気の「TikTok」でも広告配信しています。

協会公式YouTubeチャンネルで配信中の若年層向け啓発動画を集めたWebページです。2022年4月の成
年年齢の引き下げに合わせ、金融庁の後援を受けて制作しました。

若者がお金との関わり方を知り、金融トラブ
ルに巻き込まれないための知識や心構えを学ぶ
ことができる小冊子です。

常に最新の情報を届けられるように毎年改訂
を行っており、当協会ではこの冊子を全国の教
育委員会や消費生活センターを通じて若年層に
配布しているほか、出前講座の副教材としても
活用しています。

ご希望者には無償配布しておりますので、協会ホームページ（上の二次元
コード）からお申し込みください。

啓発コンテンツ
Webページ

啓発コンテンツ
Webページ

Q&A BOOK
無償配布申込
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貸金業の健全化と発展に向けて
未加入業者に協会加入を勧めています

日本貸金業協会は、資金需要者等に安心してご利用いただける貸金業界を目指し、協
会未加入の貸金業者に対して協会加入を勧めています。貸金業者が法令の求める法令遵
守態勢を独自に整備していくことは、専門的知識が必要な上、時間と労力も要し決して
容易なことではありません。未加入業者においては協会の業務支援を受け、早期に必要
な法令遵守態勢を整備することが望まれます。

すべての貸金業者が協会に加入し、協会の自主規制機能のもとで、貸金業の健全な発
展と資金需要者等の利益の保護が図られることが社会的に期待されています。

協会のシンボルマークが業界の安心と信頼の目印として広く社会に認知されるように、
様々な事業活動を行ってまいります。ぜひ協会への入会をご検討ください。

Information

日本貸金業協会への加入について

協会加入を前提とした「支援制度」を設けています

支援制度や加入申請の窓口を設けています

日本貸金業協会の
シンボルマークは

進められる

/association/join/

▲

次ページをご参照ください。
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貸金業の健全化と発展に向けて
未加入業者に協会加入を勧めています

日本貸金業協会は、資金需要者等に安心してご利用いただける貸金業界を目指し、協
会未加入の貸金業者に対して協会加入を勧めています。貸金業者が法令の求める法令遵
守態勢を独自に整備していくことは、専門的知識が必要な上、時間と労力も要し決して
容易なことではありません。未加入業者においては協会の業務支援を受け、早期に必要
な法令遵守態勢を整備することが望まれます。

すべての貸金業者が協会に加入し、協会の自主規制機能のもとで、貸金業の健全な発
展と資金需要者等の利益の保護が図られることが社会的に期待されています。

協会のシンボルマークが業界の安心と信頼の目印として広く社会に認知されるように、
様々な事業活動を行ってまいります。ぜひ協会への入会をご検討ください。

Information

日本貸金業協会への加入について

協会加入を前提とした「支援制度」を設けています

支援制度や加入申請の窓口を設けています

日本貸金業協会の
シンボルマークは

進められる

/association/join/

▲

次ページをご参照ください。
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 投資事業有限責任組合 

貸金業登録理由
事業承継、事業再生、ベンチャー等の支援
を投資目的とした事業を開始

 協会への加入理由及び経緯 
投資事業有限責任組合を組成する準備段階
から、協会職員のアドバイスを受け、協会
を信頼し、加入を決めた。
投資事業有限責任組合の場合、年会費が
12万円であり、そのうち10万円は、ADR負
担金にあてられ、とてもリーズナブルである。

 事業者向け貸金業者 

貸金業登録理由
資金繰り、資金調達を一括管理するク
ラウドサービスを新たに展開する

 協会への加入理由及び経緯 
協会による個別の支援説明会（ZOOM）
に参加、社内規則の作成支援をはじめ、
協会加入のメリットを費用対効果も考
慮した結果、加入。

社内規則作成の相談・支援（規程記載例の提供）

支援制度を活用し、協会に加入された方の声

支援依頼に関するご相談・説明（無償）を実施しております

お気軽に
お問い合わせください。
オンライン（Zoom）でも

対応可能です。

写真は、協会ホームページより転載

協会加入メリット －社内規則の作成に係る支援－

370-14.照会受理・点検簿 協会に加入していない場合

協会に加入した場合

どこに確認
すればよいか
分からない

そもそも
社内規則って

なに

作成する時間
を短縮したい

協会の自主規制規則と同等の社内規則を
自社で作成しなければなりません。

また、関係法令等が改正される都度、
自社で改正の検討が必要になります。

社内規則を一から作成するには、知識と時間がかなり必要だと思っていたので、
ひな型を利用できるのは心強い︕
また、関係法令等が改正される都度、最新のひな型が提供されるため、当社の社内規則の
更新がスムーズに行えて安心︕

「社内規則」のひな型を利用できるため、容易かつ適正に社内規則を作成できます。
なお、ひな型は「支援制度」にお申込いただければ協会加入前からご利用いただけます。

【「社内規則」のひな型（記載例）が利用出来ます】

社内規則の作成に係る支援

どこを改正
すればよいか
分からない

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

T
O
P
I
C
S

J
F
S
A
協
会
活
動

イ
ン
フ
ォ
メ
ー
シ
ョ
ン

1937号 / 2023年秋号



株式会社日本信用情報機構からのお知らせ

2023年度第1四半期までの実績をまとめました。
詳細は、当社ウェブサイト（https://www.jicc.co.jp/aboutus/credit-info/statistics）をご参照ください。

■加盟会員の状況
23年3月末 23年6月末 増減

総加盟会員数（社） 1,293 1,285 ▲8
内 加入貸金業者数（社） 798 790 ▲8

■照会の状況
22年度4～6月 23年度4～6月 前年同期比

総照会件数（万件） 3,239 3,653 112.8%
内 加入貸金業者
からの照会数（万件） 2,560 2,907 113.6%

■信用情報開示の状況
22年度4～6月 23年度4～6月 前年同期比

開示件数（件） 28,414 29,279 103.0%

■登録の状況
23年3月末 23年6月末 増減

［総登録情報］
総登録件数（万件） 46,478 47,094 616
登録残高の合計額（億円） 2,769,830 2,825,888 56,058
［貸金業法対象情報］
登録人数（万人） 1,720.1 1,725.4 5.3
登録件数（万件） 2,946.6 2,970.4 23.8
登録残高の合計額（億円） 94,104 94,948 844

1  第37回定時株主総会を開催
JICCは、2023年6月22日（木）に、第37回株主総会を開催し、第37期の事業報告を行った後、すべての株主

総会議案について承認可決されました。なお、取締役2名の退任により、新たに2名の取締役が選任されました。
【退任取締役】　島方 俊哉（社外）　奥谷 洋之（社外）
【新任取締役】　髙橋 照正（社外）　木村 信之（社外）

2  日本貸金業協会主催の「出前講座」に参加
JICCは、2023年4月・6月に、日本貸金業協会が学校や企業を対象に実施している消費者啓発講座（出前講座）

に参加しました。4月は一般企業向け、6月は日本大学商学部の学生向けに、「信用情報を理解しよう！」を
テーマに、8つのポイントに沿って説明しました。
今後も日本貸金業協会と連携を図り、信用情報への正しい理解について啓発活動を推進してまいります。

＜8つのポイント＞
①「信用情報」とは
②「信用」が必要な決済の場面
③信用情報機関について
④信用情報の積み重ねの大切さ
⑤信用情報機関に登録される情報内容と期間
⑥ブラックリストの誤解！
⑦自分の信用情報を確認できます
⑧悪用防止につながる ～信用情報のコメント登録～

■2023年度の新規加盟会員様

5月

奄美信用組合

GeNiE（株）

（株）USEN

6月

興和アシスト（株）

マネックス証券（株）

こくしん

データでみるJICC

JICCインフォメーション

このページの内容に関する
お問い合わせ先

経営企画部 広報担当　03-3842-7213
（月～金曜日、祝日除く  午前9時～午後6時）

信用情報とは

「信用情報」とは、ローンやクレジットの利用などの信用取引に関する、過去から現在までの
客観的な取引事実を表す情報です。

信用情報は個人情報の一部であり、具体的には、本人を特定するための情報や契約内容、
返済状況に関する情報等から構成されています。
（※思想・信条・趣味などの情報は、信用情報に含まれません）

個人情報
生存する個人に関する情報であり、氏名、
生年月日、その他の情報により特定の個
人を識別できる情報

信用情報
信用取引における契約内容や、返済状況
に関する客観的な取引事実を表す情報

1
Copyright © 2023 JICC. All Rights Reserved.
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新規加入会員のご紹介    2023年3月～2023年8月

～日本全国に広がる協会員の輪～

2023年3月から2023年8月の6か月間に、
次の24業者が日本貸金業協会に加入しましたので
ご紹介いたします。

令和4年度第12回理事会 承認分（令和5年3月15日開催）
協会員番号 登録番号 商号又は名称 代表者 本店所在地

1 006267 東京都知事（2）第31757号 日本リバイバルスポンサーファンド
四号投資事業有限責任組合

株式会社キーストーン・
パートナース 東 京 都

2 006268　 東京都知事（1）第31921号 日本リバイバルスポンサーファンド
五号投資事業有限責任組合

株式会社キーストーン・
パートナース 東 京 都

3 006269 東京都知事（1）第31919号 大栄不動産投資顧問株式会社 太田   　孝 東 京 都

4 006270 東京都知事（1）第31930号 株式会社ミニミニFor You 大原   輝之 東 京 都

令和5年度第1回理事会 承認分（令和5年4月26日開催）
協会員番号 登録番号 商号又は名称 代表者 本店所在地

1 006271 東京都知事（1）第31939号 マネックス証券株式会社 清明   祐子 東 京 都

2 006272 東京都知事（1）第31943号 フィンテック株式会社 馬場   正孝 東 京 都

令和5年度第2回理事会 承認分（令和5年5月17日開催）
協会員番号 登録番号 商号又は名称 代表者 本店所在地

1 006273 東京都知事（1）第31940号 ヤマワケレンディング株式会社 舩岡   　讓 東 京 都

2 006274 東京都知事（1）第31942号 Nstock Finance株式会社 沼田   太朗 東 京 都

3 006275 沖縄県知事（12）第00937号 上原金融 上原 頴太郎 沖 縄 県

令和5年度第5回理事会 承認分（令和5年7月19日開催）
協会員番号 登録番号 商号又は名称 代表者 本店所在地

1 006276 山形県知事（1）第00776号 株式会社創互保証 小島   悠紀 山 形 県

2 006277 東京都知事（2）第31800号 株式会社MJS Finance＆Technology 平子   惠生 東 京 都

3 006278 東京都知事（1）第31946号 Jトラストグローバル証券株式会社 小林 昇太郎 東 京 都

4 006279 東京都知事（1）第31947号 株式会社REVOLUTION FINANCE 新垣   嘉啓 東 京 都

5 006280 東京都知事（1）第31949号 フィナンシャルエース株式会社 木本   昌明 東 京 都

6 006281 東京都知事（1）第31951号 株式会社広済堂ファイナンス 黒澤   洋史 東 京 都

7 006282 大阪府知事（1）第13022号 八千代化学工業株式会社 仁城   正雄 大 阪 府

8 006283 大阪府知事（1）第13023号 アシスト株式会社 竹内   泰光 大 阪 府

9 006284 熊本県知事（1）第02437号 肥銀地域共創投資事業有限責任組合
肥銀キャピタル株式会社
ルネッサンスキャピタル

株式会社
熊 本 県

10 006285 京都府知事（1）第03425号 こくしん 平岡   照啓 京 都 府

令和5年度第6回理事会 承認分（令和5年8月16日開催）
協会員番号 登録番号 商号又は名称 代表者 本店所在地

1 006286 東京都知事（1）第31948号 株式会社アドキャストサポートサービス 藤森   哲也 東 京 都

2 006287 東京都知事（1）第31950号 トリニティヘルスケアⅢ投資事業有限責任組合 ヘルスケアマネジメント
パートナーズ株式会社 東 京 都

3 006288 東京都知事（1）第31952号 株式会社TNC ASSET MANAGEMENT 平野 勇一郎 東 京 都

4 006289 東京都知事（1）第31953号 妙高株式会社 徳永   静雄 東 京 都

5 006290 東京都知事（1）第31955号 TAM投資事業有限責任組合1号ファンド 土屋アセットマネジメント
株式会社 東 京 都

【注】 掲載内容は、理事会加入承認時点のものです（敬称略）。
最新情報は、協会ウェブサイトの会員情報をご覧ください。

日本貸金業協会の
シンボルマークは
安心・信頼の目印。
協会員の証
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新規加入会員のご紹介    2023年3月～2023年8月

～日本全国に広がる協会員の輪～

2023年3月から2023年8月の6か月間に、
次の24業者が日本貸金業協会に加入しましたので
ご紹介いたします。

令和4年度第12回理事会 承認分（令和5年3月15日開催）
協会員番号 登録番号 商号又は名称 代表者 本店所在地

1 006267 東京都知事（2）第31757号 日本リバイバルスポンサーファンド
四号投資事業有限責任組合

株式会社キーストーン・
パートナース 東 京 都

2 006268　 東京都知事（1）第31921号 日本リバイバルスポンサーファンド
五号投資事業有限責任組合

株式会社キーストーン・
パートナース 東 京 都

3 006269 東京都知事（1）第31919号 大栄不動産投資顧問株式会社 太田   　孝 東 京 都

4 006270 東京都知事（1）第31930号 株式会社ミニミニFor You 大原   輝之 東 京 都

令和5年度第1回理事会 承認分（令和5年4月26日開催）
協会員番号 登録番号 商号又は名称 代表者 本店所在地

1 006271 東京都知事（1）第31939号 マネックス証券株式会社 清明   祐子 東 京 都

2 006272 東京都知事（1）第31943号 フィンテック株式会社 馬場   正孝 東 京 都

令和5年度第2回理事会 承認分（令和5年5月17日開催）
協会員番号 登録番号 商号又は名称 代表者 本店所在地

1 006273 東京都知事（1）第31940号 ヤマワケレンディング株式会社 舩岡   　讓 東 京 都

2 006274 東京都知事（1）第31942号 Nstock Finance株式会社 沼田   太朗 東 京 都

3 006275 沖縄県知事（12）第00937号 上原金融 上原 頴太郎 沖 縄 県

令和5年度第5回理事会 承認分（令和5年7月19日開催）
協会員番号 登録番号 商号又は名称 代表者 本店所在地

1 006276 山形県知事（1）第00776号 株式会社創互保証 小島   悠紀 山 形 県

2 006277 東京都知事（2）第31800号 株式会社MJS Finance＆Technology 平子   惠生 東 京 都

3 006278 東京都知事（1）第31946号 Jトラストグローバル証券株式会社 小林 昇太郎 東 京 都

4 006279 東京都知事（1）第31947号 株式会社REVOLUTION FINANCE 新垣   嘉啓 東 京 都

5 006280 東京都知事（1）第31949号 フィナンシャルエース株式会社 木本   昌明 東 京 都

6 006281 東京都知事（1）第31951号 株式会社広済堂ファイナンス 黒澤   洋史 東 京 都

7 006282 大阪府知事（1）第13022号 八千代化学工業株式会社 仁城   正雄 大 阪 府

8 006283 大阪府知事（1）第13023号 アシスト株式会社 竹内   泰光 大 阪 府

9 006284 熊本県知事（1）第02437号 肥銀地域共創投資事業有限責任組合
肥銀キャピタル株式会社
ルネッサンスキャピタル

株式会社
熊 本 県

10 006285 京都府知事（1）第03425号 こくしん 平岡   照啓 京 都 府

令和5年度第6回理事会 承認分（令和5年8月16日開催）
協会員番号 登録番号 商号又は名称 代表者 本店所在地

1 006286 東京都知事（1）第31948号 株式会社アドキャストサポートサービス 藤森   哲也 東 京 都

2 006287 東京都知事（1）第31950号 トリニティヘルスケアⅢ投資事業有限責任組合 ヘルスケアマネジメント
パートナーズ株式会社 東 京 都

3 006288 東京都知事（1）第31952号 株式会社TNC ASSET MANAGEMENT 平野 勇一郎 東 京 都

4 006289 東京都知事（1）第31953号 妙高株式会社 徳永   静雄 東 京 都

5 006290 東京都知事（1）第31955号 TAM投資事業有限責任組合1号ファンド 土屋アセットマネジメント
株式会社 東 京 都

【注】 掲載内容は、理事会加入承認時点のものです（敬称略）。
最新情報は、協会ウェブサイトの会員情報をご覧ください。

日本貸金業協会の
シンボルマークは
安心・信頼の目印。
協会員の証
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日本貸金業協会は、2007年12月、貸金業法に基づく自主規制機関として内閣総理大臣の認可により設立
され、その事業目的を、「貸金業者の業務の適正な運営を確保し、もって貸金業の健全な発展と資金需要者
等の利益の保護を図るとともに、国民経済の適切な運営に資すること」（定款第4条）と規定しております。
この目的に沿い設立以来、関係機関との緊密な連携のもと、業界の健全化を力強く推し進めてまいりました。

貸金業法では、貸金業を金融市場の重要な担い手として位置付けております。当協会は、健全な資金の供
給により国民経済の発展に貢献し、社会から信頼され、資金需要者の皆さまから安心してご利用いただける
貸金市場を実現していくため、すべての貸金業者の皆さまと共に力を合わせ、当協会が担う役割を果たして
まいりたいと考えております。

中立・公正な立場からあるべき貸金市場を実現する
～業界の自主規制機能を担う日本貸金業協会～

日本貸金業協会について

日本貸金業協会の概要

▲

名称
日本貸金業協会
（英文名：Japan Financial Services Association）

▲

設立日
2007年12月19日

▲

所在地
〒108-0074 東京都港区高輪三丁目19番15号
二葉高輪ビル2F・3F

▲

電話番号
03-5739-3011（代表）

▲

相談・紛争解決窓口
0570-051-051

▲

ホームページ
https://www.j-fsa.or.jp

▲

国の指定及び認定等

●指定試験機関
2009年6月18日付で、貸金業法第24条の8第1
項の規定に基づく貸金業務取扱主任者資格試験の
実施に関する事務を行う「指定試験機関」として内
閣総理大臣の指定を受けました。

●認定個人情報保護団体
2010年3月31日付で、個人情報の保護に関する法
律第47条第1項の規定に基づく「認定個人情報保
護団体」として金融庁長官から認定を受けました。

●指定紛争解決機関
2010年9月15日付で、貸金業法第41条の39第1
項の規定に基づく「指定紛争解決機関」として金融
庁長官から指定を受けました。

●登録講習機関
貸金業法第24条の36第1項の規定に基づく「登録
講習機関」として金融庁長官の登録を受けています。
（初回登録日2010年9月30日、以降都度更新）

▲
役員体制 ※2023年7月1日現在

公益理事  

■ 副会長（自主規制会議議長）
家森 信善 神戸大学経済経営研究所 教授
 同 地域共創研究推進センター長 

垣内 秀介 東京大学大学院 法学政治学研究科 教授
田島 優子 弁護士
増田 悦子 公益社団法人 全国消費生活相談員協会 理事長
宮野谷 篤 株式会社NTTデータ経営研究所 取締役会長

会員理事  

■ 副会長（貸金戦略会議議長）
木下 盛好 アコム株式会社 代表取締役会長 

■ 副会長（総務委員会委員長）
河野 雅明 株式会社オリエントコーポレーション 取締役会長 

青山 照久 株式会社セゾンファンデックス 代表取締役社長
石塚 　啓 三菱UFJニコス株式会社 代表取締役会長
片岡 龍郎 東光商事株式会社 代表取締役会長兼社長
金子 良平 SMBCコンシューマーファイナンス株式会社 
 代表取締役社長

常任理事  

■ 会長
倉中 　伸  

■ 副会長
北角 誠英

会員監事  

内田 隆司 新生商事株式会社 代表取締役　
岡本 　強 栄光商事株式会社 代表取締役社長

常任監事  

長谷川 潤
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編 集 後 記
◆日毎に涼しくなり、心地のよい秋風が感じられるようになってきました。本号の表紙は、「実りの秋」をテーマに選
定いたしました。秋の旬の野菜や果物が豊富に出回ってくると、何だかとても豊かな気持ちになります。これも、ひと
えに丹精込めて作られた方々のおかげです。この夏の厳しさを乗り越えるには、並々ならぬ努力があったに違いありま
せん。感謝の気持ちをもって、秋の恵みをいただきたいと思います。（阿部）
◆ 30代のある時期、資格試験の挑戦がマイブームでした。その中で取得した資格にFP（ファイナンシャル・プランナー）
があり、家計に関わる知識領域を一通り学んだことがその後の人生にも役立っています。さて、消費者がアクセスでき
る金融手段は多様化し、スマホの時代になったことも相まって“落とし穴”は格段に増えました。もはや一定以上の金
融リテラシーとネットリテラシーを持たないと、平穏に暮らしていけない世の中になったと感じています。（戸口）

日本貸金業協会の運営方針

「新しい貸金市場を実現するため
中立･公正な信頼される自主規制機関をめざす」

基本理念

1. 健全な資金の供給により国民経済の発展に貢献する
2. 社会から信頼され安心して利用していただける新しい貸金市場をつくる
3. 中立・公正な自主規制機関として自立する

行動指針

1. 社会から信頼される新しい貸金市場をつくろう
2. 自信と誇りの持てる協会にしよう
3. 迅速・丁寧・誠実な応対を心がけよう
4. 無駄をなくして効率的な仕事をしよう
5. 風通しの良い明るい職場にしよう

第37号  2023年秋号 次号は2024年3月に刊行予定です

・本誌へのご意見や、送付先住所の変更などは
 kouhou@j-fsa.jp  (広報課) までご連絡ください。

発 行：日本貸金業協会
〒108-0074 東京都港区高輪三丁目19番15号 二葉高輪ビル2F・3F
電話 03-5739-3011（代表）

編 集：日本貸金業協会 業務企画部 広報課
電話 03-5739-3013
メールアドレス kouhou@j-fsa.jp

発行日：2023年9月30日
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編 集 後 記
◆日毎に涼しくなり、心地のよい秋風が感じられるようになってきました。本号の表紙は、「実りの秋」をテーマに選
定いたしました。秋の旬の野菜や果物が豊富に出回ってくると、何だかとても豊かな気持ちになります。これも、ひと
えに丹精込めて作られた方々のおかげです。この夏の厳しさを乗り越えるには、並々ならぬ努力があったに違いありま
せん。感謝の気持ちをもって、秋の恵みをいただきたいと思います。（阿部）
◆ 30代のある時期、資格試験の挑戦がマイブームでした。その中で取得した資格にFP（ファイナンシャル・プランナー）
があり、家計に関わる知識領域を一通り学んだことがその後の人生にも役立っています。さて、消費者がアクセスでき
る金融手段は多様化し、スマホの時代になったことも相まって“落とし穴”は格段に増えました。もはや一定以上の金
融リテラシーとネットリテラシーを持たないと、平穏に暮らしていけない世の中になったと感じています。（戸口）

日本貸金業協会の運営方針

「新しい貸金市場を実現するため
中立･公正な信頼される自主規制機関をめざす」

基本理念

1. 健全な資金の供給により国民経済の発展に貢献する
2. 社会から信頼され安心して利用していただける新しい貸金市場をつくる
3. 中立・公正な自主規制機関として自立する

行動指針

1. 社会から信頼される新しい貸金市場をつくろう
2. 自信と誇りの持てる協会にしよう
3. 迅速・丁寧・誠実な応対を心がけよう
4. 無駄をなくして効率的な仕事をしよう
5. 風通しの良い明るい職場にしよう

第37号  2023年秋号 次号は2024年3月に刊行予定です

・本誌へのご意見や、送付先住所の変更などは
 kouhou@j-fsa.jp  (広報課) までご連絡ください。

発 行：日本貸金業協会
〒108-0074 東京都港区高輪三丁目19番15号 二葉高輪ビル2F・3F
電話 03-5739-3011（代表）

編 集：日本貸金業協会 業務企画部 広報課
電話 03-5739-3013
メールアドレス kouhou@j-fsa.jp

発行日：2023年9月30日
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https://www.j-fsa.or.jp

〒108-0074
東京都港区高輪三丁目19番15号 二葉高輪ビル

日本貸金業協会 検 索

日本貸金業協会の
シンボルマークは

北 海 道 支 部 011-222-6033 〒060-0042 北海道札幌市中央区大通西6丁目2-6 大樹生命札幌大通ビル 9F
宮 城 県 支 部 022-227-3844 〒980-0014 宮城県仙台市青葉区本町2-9-7 仙台YFビル 5F
岩 手 県 支 部 019-651-2767 〒020-0024 岩手県盛岡市菜園1-3-6 農林会館 10F
福 島 県 支 部 024-573-5671 〒960-8035 福島県福島市本町5-8 福島第一生命ビルディング 4F
秋 田 県 支 部 018-863-1732 〒010-0951 秋田県秋田市山王6-1-13 山王プレスビル 5F
青 森 県 支 部 017-721-2530 〒030-0862 青森県青森市古川1丁目10-13 AQUA古川1丁目ビル 3F
山 形 県 支 部 023-674-9622 〒990-0033 山形県山形市諏訪町1-1-1 センチュリープレイス山形 8F
東 京 都 支 部 03-5739-3021 〒108-0074 東京都港区高輪3-19-15 二葉高輪ビル 2F
神 奈 川 県 支 部 045-227-9518 〒231-0021 神奈川県横浜市中区日本大通7番地 合人社横浜日本大通7 8F
埼 玉 県 支 部 048-824-0894 〒330-0074 埼玉県さいたま市浦和区北浦和5-6-5 浦和合同庁舎 3F
千 葉 県 支 部 043-284-4100 〒260-0045 千葉県千葉市中央区弁天1-2-8 四谷学院ビル 4F
山 梨 県 支 部 055-226-7820 〒400-0031 山梨県甲府市丸の内3-20-7 甲府フロントビル 8F
栃 木 県 支 部 028-624-0604 〒320-0032 栃木県宇都宮市昭和1-3-10 栃木県庁舎西別館 2F
茨 城 県 支 部 029-222-3558 〒310-0021 茨城県水戸市南町3-4-10 水戸FFセンタービル203号室
群 馬 県 支 部 027-260-8582 〒371-0024 群馬県前橋市表町2-18-19 ケヤキテラス 1F
新 潟 県 支 部 025-242-0377 〒950-0087 新潟県新潟市中央区東大通2-1-20 ステーションプラザ新潟ビル8F 808号室
長 野 県 支 部 026-269-0360 〒380-0921 長野県長野市大字栗田2142 倉石ビル 2F
愛 知 県 支 部 052-265-5280 〒460-0003 愛知県名古屋市中区錦3-6-35 CBC ANNEX 栄 6F
静 岡 県 支 部 054-255-8484 〒420-0853 静岡県静岡市葵区追手町3-11 しずおか焼津信用金庫追手町ビル 4F
三 重 県 支 部 059-226-9777 〒514-0006 三重県津市広明町112-5 第3いけだビル 4F
岐 阜 県 支 部 058-253-2959 〒500-8882 岐阜県岐阜市西野町7-4 吉光ビル
石 川 県 支 部 076-231-1200 〒920-0901 石川県金沢市彦三町2-5-27 名鉄北陸開発ビル 9F
福 井 県 支 部 0776-21-5508 〒910-0006 福井県福井市中央1-6-17 中央タワーパーキングビル 3F
富 山 県 支 部 076-444-2324 〒930-0005 富山県富山市新桜町6-24 COI富山新桜町ビル 3F
大 阪 府 支 部 06-6260-0921 〒542-0081 大阪府大阪市中央区南船場一丁目16-20 ムラキビルディング 3F
京 都 府 支 部 075-257-7490 〒604-8162 京都府京都市中京区烏丸通蛸薬師上る七観音町637 インターワンプレイス烏丸 4F
兵 庫 県 支 部 078-392-3781 〒650-0021 兵庫県神戸市中央区三宮町3-7-6 神戸元町ユニオンビル 5F
奈 良 県 支 部 0742-23-9535 〒630-8215 奈良県奈良市東向中町6番地 奈良経済会館 4F
和 歌 山 県 支 部 073-499-6651 〒640-8331 和歌山県和歌山市美園町4-81-1 SOPHIA 和歌山イーストプラザⅠ号館 2F
滋 賀 県 支 部 077-525-3860 〒520-0044 滋賀県大津市京町1-3-44 イイダビル 2F
広 島 県 支 部 082-546-0136 〒730-0021 広島県広島市中区胡町4-28 胡町ビルディング 7F
山 口 県 支 部 083-973-6220 〒754-0011 山口県山口市小郡御幸町5-24-202 ワイズビル 2F
岡 山 県 支 部 086-803-0001 〒700-0824 岡山県岡山市北区内山下2-2-2 第七小野ビル 4F
鳥 取 県 支 部 0857-26-2430 〒680-0831 鳥取県鳥取市栄町217
島 根 県 支 部 0852-24-2229 〒690-0002 島根県松江市大正町414 スズキビル 2F
香 川 県 支 部 087-833-0888 〒760-0018 香川県高松市天神前10-1 高松天神前ビル 4F
愛 媛 県 支 部 089-946-4000 〒790-0001 愛媛県松山市一番町1-15-2 松山一番町ビル 3F
徳 島 県 支 部 088-622-7833 〒770-0841 徳島県徳島市八百屋町1-14 グラン徳島ビル 4F
高 知 県 支 部 088-824-1495 〒780-0870 高知県高知市本町2-2-29 畑山ビル 6F
熊 本 県 支 部 096-322-3640 〒860-0845 熊本県熊本市中央区上通町7-32 熊本県蚕糸会館内
大 分 県 支 部 097-573-8080 〒870-0034 大分県大分市都町1-1-23 TKフロンティアビル 7F
鹿 児 島 県 支 部 099-298-9195 〒892-0828 鹿児島県鹿児島市金生町4-10 アーバンスクエア鹿児島ビル 4F
宮 崎 県 支 部 0985-35-6256 〒880-0803 宮崎県宮崎市旭1-6-17 マリンビル 2F 2-C
福 岡 県 支 部 092-721-0117 〒810-0073 福岡県福岡市中央区舞鶴2-2-3 サンライフ赤坂Bldg. 3F
佐 賀 県 支 部 0952-23-7375 〒840-0842 佐賀県佐賀市多布施1-10-18
長 崎 県 支 部 095-824-5503 〒850-0841 長崎県長崎市銅座町14-9 ICNビル 7F
沖 縄 県 支 部 098-866-0555 〒900-0021 沖縄県那覇市泉崎1-10-16 沖縄バス本社ビル 207号室

総 務 部（協会の総務・人事・経理、ホームページ ID・パスワードに関すること） TEL.03-5739-3011
（事業計画・立案、予算管理、部門間調整に関すること） TEL.03-5739-3011

業 務 企 画 部（調査研究、広報、建議要望、マスコミ対応に関すること） TEL.03-5739-3013
業 務 部（協会加入・退会、会費、支部運営に関すること） TEL.03-5739-3012
教 育 研 修 部（消費者啓発、金融経済教育、業務研修に関すること） TEL.03-5739-3018
会 員 業 務 部（自主規制、業務に関する相談） TEL.03-5739-3014

（広告審査に関すること） TEL.03-5739-3254
（利用協会員に対する特定情報等の提供に関すること） TEL.03-5739-3017

規 律 審 査 部（法令等違反の届出に関すること） TEL.03-5739-3034
監 査 部（協会員の監査に関すること） TEL.03-5739-3015
貸金業相談・紛争解決センター（消費者等からの相談・苦情・紛争解決に関すること） TEL.03-5739-3861

相 談・苦 情・紛 争 解 決 窓 口 TEL.0570-051-051
中立公正な立場から解決を支援します。
受付時間 9：00～17：00（土・日・祝休日、　　　　  を除く）

支　　部 電話番号 住　　所 2023年9月30日現在

本　　部 電話番号

資格試験に関するお問合せ窓口 TEL.03-5739-3867
9時30分～12時　13時～17時30分
（土・日・祝日、年末年始を除く）主任者登録に関するお問合せ窓口 TEL.03-5739-3330

登録講習に関するお問合せ窓口 TEL.03-6450-3023

12月29日
～1月4日




